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令和 4 年度植物品種等海外流出防止総合対策・推進委託事業 
（東アジア植物品種保護フォーラムの推進）報告書 

 
1． はじめに  

 本報告書は、農林水産省が行った公募による委託事業「令和 4 年度植物品種等海外流出

防止総合対策・推進委託事業（東アジア植物品種保護フォーラムの推進）」を（公社）農林

水産・食品産業技術振興協会が受託して実施した事業の経過及び結果をまとめたものであ

る。 
  

2． 事業の背景及び目的   
 農林水産省は、平成 20 年度以降、日本、ASEAN 諸国、中国及び韓国（以下「構成国」

という。）から成る「東アジア植物品種保護フォーラム」（以下「フォーラム」という。）の

下、各国における植物品種保護（Plant Variety Protection 以下「PVP」という。）制度の

整備・充実を促進するための人材育成や意識啓発等の協力活動を行ってきた。この結果、

2017 年 10 月 26 日にジュネーブ（スイス）で開催された UPOV 第 51 回理事会において、

ブルネイとミャンマーの植物品種保護法（ミャンマーは法案）について、植物の新品種の保

護に関する国際条約（UPOV 条約）との適合性が認められるなど、各国における取組の成

果が現れてきたところである（ミャンマーは、2019 年 11 月に法律の条約との整合性が承

認）。両国は、今後、それぞれの国で国内手続及び条約批准書が寄託されれば、正式な

UPOV 加盟国となる。 
 しかし、依然として PVP 制度の運営が行われていない国、運営は行われているが植物新

品種保護国際条約への準拠が十分でなく、当該国際条約への加盟を果たしていない国が残

されている。また、PVP 制度の運用が各国間で必ずしも十分に調和しておらず、効率的に

植物品種の審査が行われていない。 
こうした状況の下、今後 10 年のフォーラム活動を戦略的に展開すべく、第 11 回フォー

ラム本会合において、①各国による UPOV 条約に即した PVP 制度の強化及び②出願・審

査手順の地域調和メカニズムの構築、を共通方針とする「10 年戦略」が採択された。 
 このため、我が国で育成された新品種が東アジア各国で適切に保護されるための環境整

備を行うことを目的とし、これまでに培われてきた機運をさらに醸成しつつフォーラムを

戦略的に展開した。具体的には、各国の技術面、法令面の障害や政策決定のメカニズムを

包括的に調査した上で PVP 制度の整備と相互調和に向けて有効かつ効率的であり、かつ、

我が国の政策とも整合的な相互の協力活動を推進した。 
 
3．各国の PVP 制度整備・運用状況概要  

(1) 加盟国における動き  
ベトナムは、UPOV 加盟から 10 年が経過した 2016 年 12 月 24 日に、保護の対象植

物種を、116 種類から、全ての種類に拡大した。2022 年 6 月、品種保護制度を含む知的

財産法の改正を行い 2023 年 1 月から施行された。現在、Decree（政令）の改正作業を

行っているところである。 
 韓国は、UPOV 加盟から 10 年の 2012 年 1 月に保護の対象をすべての種類に拡大

し、2013 年に法律を改正し、担当組織も再編し、ソウル近郊の安養（アニャン）から、

韓国中部の慶尚北道金泉（キムチョン）に移転した。法律は、従来の種苗産業法から 
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種子法部分を分離し、植物新品種保護法として、独立させた。韓国は法第 57 条第 2 項

により、自家増殖に原則として育成者権は及ばないこととしており、その範囲を制限す

る（自家増殖を禁止する種類を指定する）こととしているが、現在まで指定されていな

い。 
 中国は、2016 年度に審査期間の短縮を図り、登録品種数を大幅に伸ばした。また、農

業農村部（旧農業部）、国家林業草原局（旧国家林業局）ともに代理人の指定を廃止し、

自由化した。さらに、2017 年 4 月 1 日からは、出願費、登録費等品種保護に係るすべて

の官費が免除されるようになった。保護対象植物種の数は順次拡大しており、2019 年 2
月に 53 種類の植物を保護対象リストに追加するとともに、EU 等との審査協力の推進を

開始した。2019 年に農業農村部及び国家林業草原局が、あらゆる分野からの意見を募り、

最終的に「中華人民共和国植物新品種保護条例（改訂草案）」を制定し、国務院の審議に

報告した。現在、関係部門が「条例」改定作業を推進しているものの、まだ改正には至っ

ていない。一方で、中国政府は、第 13 回全人代常務委員会第 32 回会議で「中華人民共

和国種子法」の改正を承認し、2022 年 3 月 1 日から実施した。 今回の改正では、繁殖材

料だけでなく収穫物までを保護対象に加えるとともに、従属品種に関する規定や罰則強化

の規定が含まれている。UPOV1991 年条約への加盟の方針を公表しているが、すべての

植物の種類を保護の対象にするのは条約で認められている５年の期間の満了時までとみ

られる。 
   

(2) 法律は整備されたが規則の制定及び制度の運用は行われていない国 
① ブルネイは、2015 年 4 月 13 日に 1991 年条約に準拠して「植物品種保護令」を作成

し、さらに、2016 年 1 月 25 日に「植物品種保護令」を改正し、2017 年の UPOV 理事

会において UPOV 条約との適合性が認められた。まだ、制度の運用は始まっておらず、

現在、DUS 審査体制の整備が進められている。UPOV 加盟のために残された手続き

は、加入書を UPOV に寄託することのみである。当初は、2018 年前半を目指していた

が、内閣改造の影響で遅れ、その後 2019 年 3 月末を目指したが、2023 年 3 月時点で手

続きは終了していない。2019 年 11 月に担当当局が、検事総局（Attorney General 
Chamber）に移行した。組織再編による混乱の影響が現在も続いているもようである。 

 
② ミャンマーは 2016 年 1 月 20 日に制定した「植物新品種保護法」を改正し、2017 年  

の UPOV 理事会において、改正法案の UPOV 条約との適合性が認められ、さらに、

2019 年 11 月には、UPOV 理事会で修正法と条約との整合性が再確認された。また、

2019 年 1 月には、主要作物の標準品種データベース構築ワークショップを開催し、標準

品種の選定方法等について研修が行われた。今後、最初の審査基準としてイネ、トウモ

ロコシ等の基準（テストガイドライン）を作成することとしており、これまでに 18 品

種が出願された。そのうち、公的な栽培試験によりブラックグラム（ブラックマッペ）

1 品種、イネ 2 品種、ベトナムからの書類の審査によりアスパラガスビーン（ジュウロ

クササゲ）1 品種、韓国からの試験報告書の購入によりイチゴ 2 品種、育成者による試

験によりアボカド 1 品種の計 8 品種が登録された。2021 年 2 月の国軍によるクーデタ

ーによりミャンマーにおける状況は混乱しているが、品種保護制度はおおむね大きな変

更なく運営されているもようである。 
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(3) 品種保護制度を運営している国で、UPOV 条約に準拠した法令改正及び UPOV への加

盟準備を開始している国 
 マレーシアは、2004 年に「植物新品種保護法」を制定し、2007 年に施行し、2008 年

から品種保護制度を運用していたが、「農家、地域コミュニティもしくは先住民が育成

し又は発見かつ完成させた植物品種」についても新品種として保護する規定が含まれて

いるなど、UPOV 条約との整合性がとれていないため、UPOV に加盟できない状況にあ

った。 
その後、2015 年 12 月から 1991 年条約に合わせて法律改正の作業を進め、上記の規

定も切り離して別の法律（生物多様性条約の国内法）に入れる方針とのことである。さ

らに、2016 年には全国 4 か所に栽培試験センターを設置し、自前の栽培試験を開始し

た。従来は、他国で実施された審査報告書を利用する審査協力と育成者のほ場で栽培試

験を実施する現地調査方式で審査を実施していたが、本フォーラムの協力活動等を通じ

て、審査技術等の向上が図られた成果と考えられる。 
    

(4) UPOV 条約に準拠した法律は作成されたが、UPOV の審査が終了していない国 
 ① カンボジアでは、2008 年 5 月 20 日に植物の新品種の保護に関する UPOV モデ

ル法に準拠した「種子管理及び植物育成者権法」が作成された。現在 UPOV の法律

作成支援を活用している。まだ、2021 年 12 月に規則が制定されたと聞いている

が、詳細は不明で、制度の運用はまだ行われていない。2020 年 1 月に農林水産省

農業総局の中に PVP も担当する種子局が新たに設置され、品種保護に関する法令

制度、審査、登録等を担当する MISTI との役割分担が明確になるとともに、担当

官も新たに配置された。ただし、この種子局は DUS 試験だけでなく、ナショナル

リスト、種子の品質管理、優良種子の配布等種子に関する幅広い業務を担当してい

る。2023 年 1 月に EAPVP の協力活動として「キュウリとジュウロクササゲの

DUS 試験研修」を現地とオンラインで開催するなど最近、品種保護に関する熱意が

高まっている。 
 
 ② ラオスでは、2011 年 12 月 20 日に特許法が改正され、第 4 章に UPOV のモデル

法に準拠した「植物新品種」の規定が追加された。しかし、特許法の植物新品種関

連規則は制定されておらず、DUS 審査体制についても検討中で、制度の運用は行わ

れていない。今後のステップについて、UPOV と協議中である。2018 年 12 月に

UPOV 条約に基づく植物品種保護の国内啓発セミナーが開催され、PVP の重要性

を認識するとともに、UPOV についてさらに理解を深めたいという意向が示され

た。2023 年 3 月に「UPOV 制度に関する啓発セミナー」及び「UPOV のリーガル

コンサルテーション」を実施するなど UPOV 加盟への関心が高まっている。 
    

(5) UPOV 条約と整合しない国内法による制度運用が行われている国  
①  タイでは 2019 年１月、商務省が農業局（DOA）と共同で、UPOV 加盟に慎重な 

全国農業者評議会（National Farmers Council）の代表に、ベトナムを訪問し、

UPOV 加盟後のベトナム農業の発展状況を直接視察する機会が設けられた。2019
年に総選挙があり、省として UPOV 加盟に関する決定は行われていない。本事業に

よるセミナー等の開催を通じて、これらの国々においても、PVP 関係者のみならず
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種苗会社や育成者の意識は高まってきている。2022 年に保護対象植物種を 91 から

103 に拡大した。 

② インドネシアでは、UPOV 加盟に向けた品種保護法の改正が National
Legislation Program 2020-2024 に登録されたが、法律改正には強い政治的な意思

が必要とされており、ほとんど進んでいない。とくに農家による自家増殖の制限が

問題になっているが、インドネシアの品種保護法ではもともと商業行為としての農

家による自家増殖（いわゆる任意的例外）は認められていない。2022 年 9 月に

EAPVP の協力活動として「PVP 電子申請システムに関するワークショップ」を現

地とオンラインで開催するなどしているが UPOV 加盟に向けた熱意が高まっている

とは必ずしも言い難い状況にある。

③ フィリピンでは第 11 回フォーラム本会合の際に UPOV 加盟に向けての積極的な

姿勢が示されたが、具体的な対応には至っていない。

4． 委託事業の実施方針

（1） 東アジア植物品種保護（EAPVP）フォーラム第 15 回本会合等の開催

ホスト国のインドネシアと共に「東アジア植物品種保護フォーラム第 15 回本会合」

のスケジュール及び内容を固め、一連の会合を 2022 年 7 月 13 日オンラインで開催し

た。 また、実施に当たっては、各国との連絡調整等のサポートを行った。

さらに、UPOV、UPOV 加盟国・地域及び種苗関係国際機関等と協力し、UPOV 条約

に基づく多様な選択肢や解決策の提案を行うなど、効果的な事業実施に努めた。 

（2） フォーラム 10 年戦略に即した PVP 制度の運営に向けた協力活動の推進

第 11 回本会合で合意された 10 年戦略を踏まえ、各国から出された提案及び（１）の

フォーラム本会合での審議結果を考慮しつつ、農林水産省及び各協力活動の提案国等と

協議し、UPOV 加盟国等とも協力して協力活動を、コロナ禍の下ではあったがオンライ

ン等で実施した。具体的には、（１）のフォーラム本会合で合意された協力活動のうち、

各国の協力活動として、インドネシアの「PVP 電子申請システムに関するワークショッ

プ」、日本の「DUS 試験技術研修 基本コース」「DUS 試験技術研修 専門コース」、カン

ボジアの「キュウリとジュウロクササゲの DUS 試験研修」を他のメンバー国の参加も

得て行った。さらに、タイの「UPOV 制度の実態に関する啓発セミナー」、カンボジア

の「主要作物の UPOV テストガイドラインのクメール語への翻訳・印刷製本」、タイの

「UPOV 制度概要およびそのメリットに関するタイ語への翻訳・印刷リーフレット作

成」、ラオスの「UPOV 制度に関する啓発セミナー」「UPOV のリーガルコンサルテーシ

ョン」を実施した。また、その他関連する協力活動としては、ベトナムの「PVP システ

ム及び e-PVP Asia に関するセミナー」を別予算（e-PVP Asia 関連予算）にて実施した。

一方協力活動の効果的な実施のために、各国の PVP 制度に関する法令等の基本情報

や課題の調査を、文献調査やフォーラムメンバー各国担当者へのオンラインでの聞き取

り調査等により実施し、必要な情報を整理・翻訳した。
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（3） ウェブサイトの運営管理 
ウェブサイトの運営管理については、収集した情報を整理し、迅速な情報提供を行っ

た。また、各国の担当窓口等に関する情報を最新版に更新し、各国の最新の PVP 関連

情報を収集し、掲載するなど、フォーラム構成国の要望を踏まえつつ、掲載情報の更な

る充実を図った。 
 

（4） 検討委員会の開催 
 事業目的に照らし、フォーラムを戦略的に展開するため、知的財産権法や育種分野の

専門家を含む 6 名の国内有識者で構成される検討委員会を設置し、事業内容を踏まえ、

戦略的な実施方針案を作成した。また、事業結果のとりまとめを行った。検討委員会は

3 回開催し、合意事項を記録した結果概要を作成した。 
 

5． 事業の経過及び結果  
（1） EAPVP フォーラム第 15 回本会合の開催 (別紙(1)参照) 

2022 年 7 月 13 日に日本をホスト国とし、東アジア植物品種保護フォーラムメンバー国

13 か国の代表、ゲストとして UPOV、CPVO、GNIS、Naktuinbouw、ASEAN 事務局、

APSA 等が参加して EAPVP フォーラム第 15 回本会合がオンラインにて開催された。本年

度の協力活動の実施については、新型コロナウイルス感染拡大が収まらないことから、各

国担当者と事前にメールにより協議し、提案内容を調整した。 
    会合では、UPOV の現況についての報告、2021-2022 年協力活動報告、各メンバー国よ

り更新した各国実施戦略(IIS)とともに協力活動案の発表、地域協力活動（パイロットプロ

ジェクト）の進捗報告、2022-2023 年協力活動の採択が行われた。 
採択された実施規則に沿って各国からの協力活動要請を検討した結果、本年度の要請案

件は、すべて採択された。また、次年度の第 16 回フォーラム本会合は、カンボジアの立候

補により、2023 年 6 月 14 日にカンボジアをホスト国として実施することが決定した。開

催形態に関しては、新型コロナウイルス感染拡大状況が不透明であることから後日決定と

なった。本会合の翌日、植物品種保護に関する国際セミナーがオンラインで開催された。 
 

（2） フォーラム 10 年戦略に沿った PVP 制度の運営に向けた協力活動の推進 (別紙(2)参照) 
①インドネシア「PVP 電子申請システムに関するワークショップ」 

2022 年 9 月 29 日(木)に、インドネシア農業省の主催でオンラインによる PVP 電子申請

システムに関するワークショップが実施された。ワークショップには、インドネシア PVP
当局関係者の他、フォーラムメンバー国 6 か国の代表者と講師等計 43 名が参加した。講師

は、インドネシア農業省植物品種保護・農業許可センター、農林水産省輸出・国際局知的

財産課種苗室、韓国国立種子院、中国農業農村部の専門家が務めた。 
 
②日本「DUS 試験技術研修 基本コース」 
2022年 11月 1日（火）、2日（水）の 2日間、農林水産省の主催でオンラインによる「DUS

試験技術研修 基本コース」が実施された。研修には、フォーラムメンバー国 6 か国（カン

ボジア、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、タイ、中国）の審査官及び講師の計 37

名が参加した。講師は、農研機構種苗管理センターの専門家が務めた。 
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③日本「DUS 試験技術研修 専門コース」 
2022 年 11 月 16 日（水）、17 日（木）の 2 日間、農林水産省の主催でオンラインによる

「DUS 試験技術研修 専門コース」が実施された。研修には、フォーラムメンバー国 7 か

国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、マレーシア、タイ、ベトナム、中国）の審査官及び 
講師等計 33 名が参加した。講師は、農研機構種苗管理センターの専門家が務めた。 

 
④カンボジア「キュウリとジュウロクササゲの DUS 試験研修」 
2023 年 1 月 10 日（火）～12 日(木)の 3 日間、カンボジア農林水産省の主催でオンライ

ンと現地圃場でのハイブリッドにより、キュウリとジュウロクササゲの DUS 試験研修が

実施された。研修には、カンボジア農林水産省関係者の他、フォーラムメンバー5 か国(イ
ンドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、中国)の代表者及び講師の計 51 名が

参加した。講師はカンボジア農林水産省農業総局、農林水産省輸出・国際局知的財産課、

ベトナム農業農村開発省、農研機構種苗管理センターの専門家が務めた。 
 
⑤タイ「UPOV 制度の実態に関する啓発セミナー」 
2023 年 2 月 28 日（火）タイ農業・協同組合省農業局の主催でオンラインと現地参集に

よるハイブリッドにより、UPOV 制度の実態に関する啓発セミナーが実施された。セミナ

ーには、タイ国内の政府機関関係者、研究機関、大学関係者、種苗会社、育種家の他講師の

計 174 名が参加した。講師は UPOV、ベトナム農業農村開発省、マレーシア農業局、ガー

ナ法務司法省、ヴィナシード社、カセサート大学、タイ農業・協同組合省農業局の専門家

が務めた。 
 
⑥カンボジア UPOV TG 翻訳・印刷製本支援 
「UPOV DUS テストガイドライン」のうち、「トマト」「レタス 」「スイカ」「ダイズ」

「キュウリ」「ジュウロクササゲ」の英語からクメール語への翻訳と印刷・製本の支援を行

った。 
 
⑦タイ UPOV 制度の概要に関する翻訳・印刷製本支援 
UPOV ウェブサイトに掲載されている「UPOV 概要(OVERVIEW OF UPOV)」と「FAQ

（よくある質問）」を抜粋し、英語からタイ語への翻訳と印刷・リーフレット製本の支援を

行った。 
 
⑧ラオス「UPOV 制度に関する啓発セミナー」 

 2023 年 3 月 28 日（火）ラオス知的財産局の主催でビエンチャン・プラザ・ホテルでの

現地参集と一部講師の Zoom 参加によるハイブリッドにより、UPOV 制度に関する啓発セ

ミナーが実施された。セミナーには、ラオス国内の政府・研究機関関係者の他、講師等 9 名

が参加した。講師は農林水産省輸出・国際局知的財産課 種苗室、UPOV、ベトナム農業農

村開発省、マレーシア農業局、CPVO、JATAFF、ラオス政府機関の専門家が務めた。なお、

同セミナーは別予算（e-PVP Asia 関連予算）にて実施された。 
 
⑨ラオス「UPOV のリーガルコンサルテーション」 

 2023 年 3 月 29 日（水）ラオス知的財産局は、現地にて UPOV のリーガルコンサルテー
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ションを実施した。なお、この事業は UPOV 拠出金（JP FIT）より実施された。

⑩ベトナム「PVP システム及び e-PVP Asia に関するセミナー」

2022 年 9 月 20 日（火）ベトナム農業農村開発省の主催でオンラインと現地参集による

ハイブリッドにより、PVP システム及び e-PVP Asia に関するセミナーが実施された。セ

ミナーには、ベトナム国内関係省庁、種苗会社、研究機関、IP 代理人計 82 名の他、講師 4
名の計 86 名が参加した。講師は EAPVP Pilot Project、農林水産省輸出・国際局知的財産

課種苗室、Syngenta Crop Protection AG、ベトナム農業農村開発省の専門家が務めた。な

お、同セミナーは本会合では提案・採択されなかったが、フォーラム 10 年戦略に関連する

協力活動として別予算（e-PVP Asia 関連予算）にて実施された。

（3） ホームページの管理（別紙(3) 参照）

本会合・採択された協力活動の実施報告、資料の掲載を行った。また、日本「DUS 試験

技術研修 基本コース」「DUS 試験技術研修 専門コース」、カンボジア「キュウリとジュ

ウロクササゲの DUS 試験研修」の講義動画を参加者限定で公開した。

（4） 検討委員会の設置と運営 (別紙(4) 参照)
事業目的に照らし、東アジア植物品種保護フォーラムを戦略的に展開するため、6 名の委

員からなる検討委員会を設置し、6 月、11 月及び 2 月に 3 回の委員会をオンラインで開催

した。

(a) 第 1 回検討委員会開催（2022 年 6 月 22 日）

第 1回検討委員会では、令和 4年度事業に関する概要説明を行い、本年度の事業実施計

画及び事業実施方針について承認された。また東アジア植物品種保護フォーラム第 15

回本会合の準備状況、各国からの協力活動案の進捗状況説明、e-PVP Asia 現状報告、各

国の PVP 制度の整備•充実に向けた協力活動の実施方針の報告を行い、コロナ禍の下で

の協力活動実施の基本方針について承認が得られた。

(b) 第 2 回検討委員会開催（2022 年 11 月 24 日）

第 2 回検討委員会では、東アジア植物品種保護フォーラム第 15 回本会合及び植物品種

保護に関する国際セミナーの報告を行った。また採択された協力活動の説明と共に、既

に実施済の協力活動、今後予定されている協力活動について説明を行い、委員からの質

問に回答した。さらにe-PVP Asiaの概要と今後について農林水産省より説明があった。

(c) 第 3 回検討委員会開催（2023 年 2 月 17 日）

第 3回検討委員会では、本年度の事業報告と、反省点・課題と改善の方策について報告

を行い、委員から助言を得た。また、令和 5 年度第 16 回 EAPVP フォーラム年次会合・

協力活動等について説明を行った。

7


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ



